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三重県地域公共交通計画策定基礎調査 報告書【概要版】 
 

第１章 三重県地域公共交通計画の策定に向けて 

 本調査は、計画策定に先立ち、三重県の地域

公共交通に係る現状と今後の課題を整理する

ための基礎調査を行うものです。 

 策定する計画については、【みえ元気プラ

ン】に基づき、【三重県総合交通ビジョン】

及び【市町地域公共交通計画】等と整合を図

ります。 

 

 

第２章 公共交通の現状整理 

１．人口等の整理 

 県人口は年々減少傾向にあり、14 歳以下、15

～64 歳の年齢層の減少が大きく、通勤、通学

交通の減少が懸念されます。 

 山地が多く、鉄道沿線に人口が集中していま

すが、交通不便な地域も多く、名古屋市など

県外への転出も多い状況があります。 
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２．県民の移動等の状況 

 国勢調査による他市町への通勤通学先（下図）では、津市、四日市市等に集まる傾向があります。 

 県内の運転免許返納数は増加傾向となっています。 

 県内の観光入込客数は令和 2 年に大きく減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

通勤通学流動（各市町上位３位を図化） 
令和２年国勢調査 
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３．公共交通の現状等 

 路線バスや地域鉄道の利用者数は、平成 28 年以降ほぼ横ばいで維持してきたものの、コロナ禍を受け

て対令和元年度比で７～８割に減少しました。今後の利用回復を期待する一方で、テレワークの浸透

等、社会が大きく変化する中で、引き続き厳しい経営状況にあります。 
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参考：公共交通空白地域の考え方（勢力圏設定） 

 各市町に対して地域公共交通に関するアン

ケート調査を行ったところ、公共交通空白

地域の設定がある自治体は約 3 割となって

います。 

  

公共交通空白地域図・補助対象路線図 
（勢力圏：駅 1,000ｍ、バス停 500ｍの場合） 
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交通事業者ヒアリングから 

 県内の広域的な地域公共交通を支える交通事業者 9 社に対してヒアリング調査を実施した結果は以下の

とおりです。 

 

 路線バス 地域鉄道 その他交通 

❶最近の

利用状況

等 

 長期的には維持されてきたが、コ
ロナ禍で７～８割程度に減少。と
くに定期外の利用の減少が著し
く、戻りきる路は考えにくい。通
勤・通学は戻りつつある。 

 コロナ禍での利用減に対する緊急
補助は路線維持に大きく寄与し
た。 

 長期的には沿線人口減少、高校等
生徒数減少、廃校等の影響に不安
がある。 

 長期的には横ばい、微減程度だっ
たが、コロナ禍で低い事業者で対
前年５割、高い事業者でも８割程
度に減少。 

 全体として戻りつつあるが、とく
に定期外利用での減少と回復の遅
さが目立つ。完全には戻りきらな
いと考えている。 

 上下分離方式の事業者では、コロ
ナ禍前は黒字化が成立している場
合が多い。 

 タクシー事業は経済情勢に影響を
受ける傾向があり、バブル期を含
めた長期的な視点では減少傾向。
コロナ禍で飲酒を伴う会合等が減
少したこともあり、利用減少が続
いている状況。 

 船舶事業のうち定期航路に関し
て、コロナ禍以前より行政補助を
受けても経営的に厳しい状況が続
いている。 

❷エネル

ギー価格

高騰 

 エネルギー価格高騰は、事業者を
問わず影響が大きい。 

 県補助の場合、運行費用の４か月
分相当が補助対象のため、この中
で対応されるイメージ。増額があ
ると助かるが、難しい部分もある
と認識している。 

 エネルギー価格高騰により、事業
者ごとに異なるが 1.4～1.5 倍程度
の増加と見込んでいる。 

 県の４か月分相当の補助により、
経営の維持に繋がっている。 

 エネルギー価格高騰は、燃料を使
用しサービスを提供する交通事業
として負担増につながることが予
想される。 

❸災害、

バリアフ

リー対応 

 バス車両の多くはバリアフリー対
応を進めているが、一部路線では
対応していないケースもある。（事
業者によっては、ツーステップバ
スでの運用あり） 

 災害時については、鉄道代替等と
してサポートする役割を担ってき
た。 

 近年、営業が滞るような大きな災
害はない。法面補強等は線路等を
保有する市町と連携し適宜対応し
ている。（上下分離方式の事業者） 

 バリアフリー対応に関して、対応
すべき駅は対応している場合が多
い。上下分離方式の場合に、バリ
アフリー対応を含めサービス向上
に関しては対応してもらえないケ
ースもある。 

 タクシー事業は、鉄道等の不通時
にも活用できるサービスであり災
害時の代替手段としての役割があ
ると認識している。 

 船舶事業の実態として、船舶の老
朽化が進んでおり一部船舶は就航
できない状態。しかし新造船の場
合、新たなバリアフリー対応が求
められ、船舶更新費用が掛かるだ
けでなく、港湾側での対応が必要
となるため、事業者としては対応
に限界がある状態。 

❹利用促

進策 
 全国共通交通系 IC カード導入、バ
スロケ導入等で、利用促進ととも
に、乗降時間の短縮、電話応対の
軽減等の効果があった。 

 沿線高校の受験に合わせ、受験生
向けの減免、割引等を実施。合格
後の移動手段、保護者への周知に
繋がっている。 

 近鉄等のイベント、実証実験等と
連携した取組みを実施するケース
がある。 

 船舶事業の補助の仕組みから、安
定収益に繋がる定期契約を増やす
ほど、補助額が減算されるため、
定期利用に関しては利用促進に消
極的にならざるを得ない状況。 

❺新技

術、環境

技術 

 路線、サービスの維持が中心とな
る現況化では、新技術、環境技術
の導入に投資しにくい状況であ
る。 

 モバイルチケット等を試験的に進
めたが課題も見えてきている。（オ
ンライン申請時の学割等の承認方
法等） 

 安定的な経営に課題がある中で、
新技術、環境技術への投資は難し
い状況。 

 MaaS 等について、大手鉄道事業者
と連携した取組みに参加すること
はある。大きな効果があったと判
断できるものはほぼない現状にあ
る。 

 新技術、観光技術の導入に関し
て、安定的な経営に課題がある中
では、そこへの投資は難しい。 

 公共交通利用者は依然として高齢
者の利用を想定する必要があり、
スマートフォン等の操作を前提と
するものは浸透しにくい。 

❻運転士

の確保 
 現状では運行ダイヤに対するシフ
トが組めているが、４月以降の厚
生労働省基準の変更後、不足しな
いか検証している。 

 整備士の不足に懸念がある。県内
で工業高校等の技術を持った高校
卒が少なくなっている。 

 運転士は近鉄からの出向等が多
く、ダイヤを維持できるシフトが
組めている。 

 運転士の出向は OB 運転士でも費
用が高いため若手を雇用し育てる
考え方も検討している。 

 運転士がコロナに感染し、やむを
得ず運休等の対応をしたことがあ
る。 

 タクシー事業として、地域により
運転士の偏りはあるが、基本的に
はどの地域でも不足傾向にあると
考えている。 

 船舶事業では対応はできている
が、余裕がある状態とは言えな
い。 

 ハンドルタイム制限が強化で、今
までのサービス提供が難しくなる
可能性はある 

❼行政へ

の期待 
 国、県の補助について、決定時期
が年度末のケースが多く、次年度
の事業計画が立てにくい状況。早
めの決定を期待したい。 

 補助額が当初予定の 1/2 程度に減
らされたことがあり、事業計画に
支障が出る。 

 市町を結ぶ路線の議論では、市町
により熱量が異なる。広域的な協
議の場が増えると良い。 

 行政職員の率先した利用促進な
ど、民間に先立ち規範を示す取組
みをして欲しい。 

 駅周辺にあった公共施設、病院等
が郊外に移転するケースがあり、
まちづくりと交通施策の連携をと
ってほしい。 

 人口減少が安定的経営に影響する
ため、沿線人口の維持を図ってほ
しい。 

 外出支援等の観点から、タクシー
の利用促進支援があると良い。 

 船舶事業として、航路維持が必要
であれば、バリアフリー対応等船
舶の制約の緩和等も考えなければ
ならない。 

 船舶事業として、地域住民との直
接対話では継続的な運行に関する
調整が滞る状況があり、行政の仲
介等の検討が必要。 

 査定方法に関して自己負担が重く
持続的な航路維持に限界がある。 

 ※タクシー、船舶はヒアリング対象１事業者であり、情報が特定できるため非公表とした。 
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第３章 移動実態・ニーズの調査 

１．県民アンケート調査の概要 

 県民に対して、日常的な移動の実態や

地域公共交通の利用可能性、情報収集

の方法等について把握するため、ＷＥ

Ｂアンケート調査（一部、紙面調査で

補足）を行いました。 

 

① 日常的な移動のこと 

 県民の移動は、居住市町内で完結することが多いものの、一部は居住市町外への移動も散見され、広域

交通での対応も求められます。 

 現状では移動の８～９割が自動車によるものであり、市町内、市町外の移動ともに公共交通利用を促す

ことが必要です。 

 移動の行き先について（地域別） 移移動時の交通手段について（地域別） 

通
勤
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■県民アンケート調査概要 

調査期間 令和４年 11月～令和５年２月 

調査方法 
インターネットを用いた WEBアンケート調査 
（東紀州地域のみ、追加で紙面アンケート調査で補足） 

回収状況 
全 2,078サンプル 
（１地区あたり 400 サンプルを目標に実施） 
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② 地域公共交通の利用できる環境 

 利用できる環境にある人が 8 割

以上存在するものの、利用しな

い人が、鉄道で６割、バスで７

割を占めています。また、運行

本数や交通費、時間の面での不

満の割合が高い状況です。 

 自動車からの転換のためには、

乗り方教室等の啓発による利用

促進や、新技術等の活用による

少量の需要に合わせた効率的な

サービス提供の仕組みの検討が

必要です。 

 

 

③ 公共交通の充実・維持に対するニーズへの対応 

 市内での移動、隣接市町との移

動のための公共交通の充実への

ニーズが高くなっています。 

 乗継環境の充実や行政の負担に

よる運賃の値下げ、運行本数の

維持に繋がる支援等の期待が高

く、これらに適切に答える行政

の取組みが求められます。 

 

 

 

 

④ 新サービス、新システムの導入に向けた取組 

 情報を得る手段が、スマートフ

ォンやパソコン等に移行しつつ

あり、現地での情報取得も可能

な人が多くなっています。 

（ただし年齢が高くなるに従

い、紙媒体による割合が高くな

る） 

 様々な新サービス導入を行政主

導で推進することを是とする人

が多く、新技術を積極的に活用

できる仕組みが必要です。 
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２．利用者の移動実態の分析 

 移動特性の分析に当たり、KDDI 社の au スマートフォンユーザー同意のもと取得された位置情報デー

タ（個人情報削除後）を活用し、令和４年 10 月 20 日（木、終日晴天日）の１日間の移動ビッグデー

タ（データ件数 49,180 件/年）を用いて移動人数の集計と分析を行いました。 

 各市町内の移動や周辺市町をまたぐ移動を中心とした移動が主ですが、北勢エリアは名古屋市など、伊

賀エリアは関西方面などとの移動もみられます。 
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第４章 課題・方向性等の整理 

 現状と課題を踏まえた今後の方向性は次のとおりです。 

 

【課題】                    【方向性】 

～現状整理から～ 

❶人口減少による公共交通利用者の減少 

❷人口の県外への流出、都市部への集中に

よる公共交通利用者の減少 

❸交通不便地域（公共交通空白地域）の存

在 

❹県民の日常生活を支える移動手段確保

が必要 

❺新型コロナウイルス感染症の影響で減

少した利用の回復が必要 

❻コロナ禍で減少した観光面での利用促

進を支える交通の充実が必要 

❼各市町のコミュニティバス等と市町を

跨ぐ地域間幹線バスとの連携強化など

による広域交通の充実 

❽リニア中央新幹線への対応 

❾運転士不足 

❿地域公共交通の維持・確保に向けた支援

に対する事業者の期待 

～県民アンケート調査から～ 

⓫日常の移動実態への対応 

⓬利用できる環境にあっても利用されて

いない地域公共交通 

⓭利用の多い自動車から公共交通への転

換への可能性 

⓮世代間による情報取得メディアの違い 

⓯地域公共交通の充実や維持・確保に向け

た行政への期待 

⓰新しい移動手段等の導入に向けた取組

への期待 

 

 

方向性❶ 利便性向上、組合せの最適化 

域内交通と広域交通がスムーズにつな

がる地域公共交通ネットワークの構築 

県民の移動の多くは居住市町内で収ま

る場合が多く、日常生活を支える移動

手段の充実が重要。 

あらゆる輸送資源を活用し、地域の実

情にあわせた移動手段を確保。 

域内交通と広域交通との乗継利便性

を、ダイヤ調整や待ち環境の改善など

により高め、域内交通と広域交通を効

率的に連携させる対策が必要。 

方向性❷ 新たな展開 

新しい移動手段・サービスの導入促進

やリニア中央新幹線への対応 

自動運転など新技術を活用しながら、

少ない移動量を効率的に輸送するな

ど、新たな移動手段・サービス導入へ

の取組が必要。 

リニア駅と県内各地を結ぶ二次交通の

充実が必要。 

方向性❸ 維持・確保 

地域公共交通への支援や利用促進に向

けた取組の充実 

公共交通の維持・確保に向けた支援や

その在り方検討の取組が必要。 

利用できる環境にあっても利用しない

人が多い中、利用促進のための情報発

信や教育も併用して進めることが重

要。 

地域生活を守るうえでの地域公共交通

の重要性の理解醸成が必要。 


